
重点項目 区分 継続

重点的な取組 61 担当課 クリーン課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 －

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

　可燃ごみ、
不燃ごみの収
集状況や資源
化の推移等を
分析し実態把
握に努めた。
　また、し尿
収集について
は収集量の減
少が続いてお
り、合併浄化
槽や下水道へ
の接続状況の
実態把握に努
めた。

　平成25年度
からの委託更
新に向けて、
現状の委託業
務内容の調
査、検証を
し、今後の委
託手法につい
て、研究・検
討を行った。
　なお、平成
24年度には、
し尿収集運搬
業務につい
て、旧丸亀市
（島しょ部除
く。）を1年間
委託すること
で準備を進め
た。

　平成25年度
からの委託更
新に向けて、
委託内容、手
法の検討をし
た結果、ごみ
は車両10台体
制から9台に、
し尿は車両5台
体制から4台と
し、効率化を
図った。
　そして、12
月議会で委託
更新のための
債務負担補正
を行った。

  平成25年度
から3年間の委
託期間として
業務を開始
し、計画どお
りの業務委託
となってい
る。
　新たな業務
体制となるの
で、指導監督
を徹底する。
　平成27年度
までは、基本
的に現契約に
基づく業務委
託を継続す
る。

　本年度は、3
年間の業務委
託期間の中間
年度を迎え、
計画どおり進
捗している。
　また業務状
況の検証、比
較等を常に行
い、次回の委
託更新に備え
る。

実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

－ － － － －

第一次委託実施

具体的取組

　現在、丸亀地区の1/3及び綾歌、飯山地区全域の可燃ごみ・不燃ごみの収集運搬業務を民
間に委託している。
　また、し尿収集運搬業務についても綾歌地区全域と飯山地区の概ね1/2の業務量分を民間
に委託している。

スケジュール表

－

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　平成22～24年度まで、新たに丸亀地区の1/3を加えて丸亀地区の2/3及び綾歌、飯山地区全
域の可燃ごみ・不燃ごみの収集運搬業務を民間委託する。
　また、し尿収集運搬業務についても、綾歌地区全域と飯山地区の概ね1/2の業務を民間委
託する。
　今後、平成25年度以降の経費削減に向け、委託範囲、委託区域、委託経費等新たな業務委
託の手法を調査、研究し、検討する。

　し尿収集運搬業務については、今後、浄化槽等の普及により、し尿汲み取り件数の減少が
見込まれることから、業務量に応じた直営と民間委託との調整を行うことで、経費の削減を
図ることができる。

ごみ・し尿収集運搬業務の効率化

効率的な組織運営

効果額

実績数値

目標数値

委託見直し

第二次委託実施

進行状況



重点項目 区分 継続

重点的な取組 62 担当課 亀寿園

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 44,659千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

完了

　平成23年3月
22日に新施設の
養護老人ホーム
「土器川荘」の
竣工式が鵜足津
福祉会により開
催され、翌日に
入所者が事前見
学を行い、その
後3月中に引越
を済ませ、3月
31日に亀寿園は
廃止となった。

　平成23年4月1
日から亀寿園の
入所者を引継い
で、鵜足津福祉
会が経営する土
器川荘が発足
し、民間企業の
サービス方法を
活かした経営に
取組んでいる。
　また、亀寿園
の職員について
は、市の別部署
に配属された
り、土器川荘で
引き続き介護業
務に就かれてい
る。
　亀寿園の建物
については、閉
園に伴う閉鎖工
事が行われた。

実施 0円 0円 0円 0円

実施 0円 0円 0円 0円

－ 44,659千円 44,659千円 44,659千円 44,659千円効果額

実績数値

目標数値

具体的取組

　第一次行政改革において、市が運営する養護老人ホームのあり方の見直しを行い、社会福
祉法人が有する福祉に対する専門的・複合的なノウハウを導入することで多様化する入所者
へのニーズに対応するとともに、より効率的な施設運営を行うため、民間移譲に向けて取り
組んできた。
　綾歌養護老人ホームは平成19年4月に移譲を完了し、亀寿園についても移譲に向けて継続
して取り組む。

スケジュール表

一般会計からの繰入金額

新施設の建設、事務引継
ぎ

民間譲渡

進行状況

実　施　計　画　進　行　管　理　票

  平成21年度に権利移譲先を決定。
　平成22年度中（平成23年3月中旬）に民間による新施設が完成予定。
　業務の引継ぎ、入所者の引越し（平成23年3月）について協議し、養護老人ホーム亀寿園
を、平成23年4月1日に民営化（権利移譲）。

　入所者の多様化する福祉ニーズへの対応。
　民営化に伴い、施設の維持管理経費を削減。
　組織のスリム化。
　職員の再配置による人材の有効活用。

養護老人ホーム亀寿園の民営化

効率的な組織運営



重点項目 区分 継続

重点的な取組 63 担当課 市民活動推進課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 4ｶ所

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

完了

　予定通り、10
箇所の地区コ
ミュニティが、
指定管理者制度
を導入して施設
管理を行った。
　島嶼部を除く
5地区について
も、平成23年度
からの導入に向
け現在調整中で
ある。

　予定通り、15
箇所の地区コ
ミュニティが、
指定管理者制度
を導入して施設
管理を行った。
　島嶼部を除く
全コミュニティ
が指定管理制度
を導入した。

　平成23年度か
らは島しょ部を
除く全コミュニ
ティに指定管理
者制度を導入完
了した。
　指定管理を導
入したことで、
より地域の特性
を活かし、ニー
ズに沿った管理
運営となった。
　引き続き、指
定管理者による
コミュニティセ
ンター（但し、
島嶼部を除く）
の管理運営を継
続。

10ヵ所 15ヵ所 15ヵ所 15ヵ所 15ヵ所

10ヵ所 15ヵ所 15ヵ所 15ヵ所 15ヵ所

－ － － － －効果額

実績数値

目標数値

具体的取組

　平成19年度より、地元コミュニティを指定管理者とする指定管理者制度を導入しており、
平成22年度からは10施設について指定管理者制度を導入予定である。
　担当課としては、指定管理施設と、直営施設があるということで、事務処理が非効率的で
ある。
　また、地域の特性を活かし、地域住民の創意工夫による自主的な管理運営が望ましい。

スケジュール表

指定管理者制度導入施設数

指定管理者制度の導入

進行状況

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　全コミュニティセンター(本島、広島を除く）の、指定管理者制度の導入。

　地域コミュニティの活動拠点であるコミュニティセンターの管理運営を地域コミュニティ
が担うことで、地域のニーズに合った柔軟な運営が図られ、災害時の第一次避難場所とし
て、有事の際には、細やかな対応が可能となる。
　今まで職員が行っていた施設管理業務を指定管理者が行うことで、事務の削減に繫がり、
事務処理に要する時間を他の業務に振り替えることができる。

コミュニティセンターに指定管理者制度導入

効率的な組織運営



重点項目 区分 新規

重点的な取組 64 担当課 市民活動推進課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 －

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

完了

　平成23年度か
らの指定管理者
制度導入に向け
調整した。

　指定管理者制
度の導入により
施設を運営し
た。

引続き、指定管
理者による管理
運営を継続。

検討 実施 －

検討 実施・完了 －

－ － －

指定管理者制度導入の検
討

具体的取組

　教育施設としての手島自然教育センターが平成23年度から廃止されるのに伴い、地元から
集会場及び避難所としての機能も集約したうえで、これまで同様宿泊にも使用できる施設と
して存続してほしいとの要望が寄せられた。
　このため地域の活性化につながる、広く一般に開放された施設としての運営が必要であ
る。

スケジュール表

－

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　地元住民の団体に特定して指定管理者制度を導入。

　地元住民がその運営にかかわることで、住民の方はもとより、広く一般の方にも利用しや
すい施設となり地域の活性化につながる。

手島自然教育センターに指定管理者制度導入

効率的な組織運営

効果額

実績数値

目標数値

指定管理者制度の導入

進行状況



重点項目 区分 新規

重点的な取組 65 担当課 営業課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 16名

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

　整備担当正規
職員が在職中に
業務委託するこ
とにより業務運
営がスムーズに
引き継がれるよ
うに平成23年度
からの業務委託
を目指して準備
を進めた。

　2名配置して
いる整備担当正
規職員は今年度
末で退職となっ
た。
　整備担当は
レース運営に関
わる専門性の高
い業務であり、
民間委託に当
たってはこれま
での臨時職員の
継続雇用により
業務運営をス
ムーズに継承で
きるようにし
た。
　民間委託によ
り定員の適正化
に向けた人員の
減少に対応で
き、次年度以降
で職員配置を見
直し、効率的な
組織運営を目指
す。

　平成24年度か
ら完全委託とな
り、管理指導を
行う担当正規職
員を配置し業務
を実施した。
　整備は専門性
の高い業務であ
ることもあり、
委託業者におい
ても業界で「整
備業務を実施す
ることに適格で
ある。」との認
定を受け、整備
士資格も本年度
で3名、計5名の
従業員が取得
し、業務も円滑
に遂行し、効率
的な運営ができ
ていた。

　平成24年度か
ら完全委託2年
目であるが、25
年度においては
開催日数が198
日に増加し、Ｓ
Ｇレース（モー
ターボート記
念）も経験し
た。引き続き業
務運営状況及び
費用効果の検証
を行っていく。

　平成24年度か
ら完全委託3年
目となり、26年
度のＳＧ（オー
シャンカップ）
も無事終了し
た。結果的に
は、運営組織及
び費用対効果の
両面において効
率化が図れたも
のと考えてお
り、予定通り今
年度を最終年度
とする。

16名 3名 1名 1名 1名

13名 2名 1名 1名 1名

－ － － － －

整備担当における民間委
託の検討

具体的取組

　自場でのナイターレースの開催や場間場外発売の受託の増加など、年間を通した営業日数
と総営業時間が増加しているなか、定員適正化による職員数の減に対応するため職員の配置
や勤務シフト等に苦慮している。
　限られた正規職員の適正配置のためにも、一定の専門性のみを必要とする職種は正規職員
を配することなく民間委託等を検討する必要がある。

スケジュール表

整備担当職員数（正規＋専従臨時）

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　整備担当部門のうち、経営管理や一般的な行政事務の必要性が比較的低く、一定業務に専
従する職種である部門について、将来的には管理的な正規職員を1名配したうえで、専門業
務自体を民間委託に移行する。

　定員の適正化に向けた人員の減少に対応するとともに、専門性の高い業務については民間
に委託することで、職員配置を見直し、より効率的な組織運営を図る。

競艇整備担当部門に民間委託の導入

効率的な組織運営

効果額

実績数値

目標数値

専従的業務の民間委託

民間委託の検証

進行状況



重点項目 区分 新規

重点的な取組 66 担当課 上水道課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値
56,110千円（～H25）
106,848千円(H26）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

　総合評価型公
募型プロポーザ
ル方式で委託業
者を選定し、平
成23年4月1日よ
り実施予定。

　平成23年4月
から、民間業者
に委託をして、
浄水場の運転を
行った。
　退職等で職員
の経験者が減少
しているが、運
転管理業務の委
託により,民間
の技術やノウハ
ウを活用して、
抜本的な管理体
制の強化とコス
ト縮減を実現し
ている。
　今後は、委託
期間中において
技術の継承を進
めていく。

　前年度に引き
続き浄水場運転
管理業務の委託
を行い、民間の
技術力を活用す
るとともに管理
体制の強化、コ
スト縮減を図
る。
　また、前年度
の運転成果を基
に、改善点等を
検証し、平成26
年度からの委託
に反映させる。
　今年度は、平
成23年度総括書
を基に、機器保
守管理、運転管
理マニュアルの
作成に向けての
データ収集な
ど、改善策を進
めている。

　引き続き浄水
場運転管理業務
の委託を行い、
民間の技術力を
活用するととも
に管理体制の強
化、コスト縮減
を図る。
　また、過去
2ヵ年の運転実
績を踏まえ、改
善点等を検討し
運転するととも
に、作成した各
マニュアルにつ
いては、加除修
正を行う。
　平成26年度か
ら3ヵ年の運転
委託について
は、平成25年12
月12日付けで、
総合評価型公募
型プロポーザル
方式で委託業者
を選定し、契約
を締結した。

　過去3ヶ年の
運転実績を踏ま
え改善点を加え
た契約に基づ
き、浄水場運転
管理業務の委託
を行うことで、
民間の技術力を
活用し管理体制
の強化や効率的
な運転を行い、
コスト縮減を図
る。また、平成
26年度から、丸
亀市浄水場と他
の4浄水場を一
括して運転管理
業務を委託する
ことにより、更
なる効率的な運
営を図る。

検討 54,000千円 54,000千円 54,000千円 106,341千円

検討 41,832千円 41,832千円 41,832千円 105,364千円

－ 14,278千円 14,278千円 14,278千円 1,484千円

民間委託の検討

具体的取組

　職員の退職や職員数の適正化等により、経験者が減少し、技術の継承が困難な状況にあ
る。
　この現状が長期化すれば、水道水の安定給水に重大な支障が生じることも懸念される。

スケジュール表

管理経費（人件費）

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　より専門的で、高い技術力を有する民間業者に、浄水場の運転や保守管理業務を委託する
ことで、水道水の安定給水を確保する。

　民間の技術力やノウハウを活用することで、抜本的な管理体制の強化とコスト縮減を同時
に行え、より安全な水道水の安定給水が期待できる。

丸亀市浄水場運転等の委託による安定給水の確保

効率的な組織運営

効果額

実績数値

目標数値

民間委託の実施

民間委託の検証

進行状況



重点項目 区分 新規

重点的な取組 67 担当課
学校給食
センター

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 12名

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

【平成24年
1月計画変更】

　教育委員会総
務課と配送校で
の業務協力体制
について、協議
している。

　この事業実施
における前提条
件である、教育
部総務課と配送
校での業務協力
体制について、
協議した。
　平成23年度ス
ケジュールにつ
いては、配送先
の学校の受入施
設等の再確認を
し、安全性を検
証した。

　平成24年4月
から、配送補助
員を5名廃止し
た。ただし、リ
フト作業を要
し、搬送経路に
危険が伴う学校
等での安全性を
確保するため、
配送補助員1名
を存続してい
る。
　配送の際に
は、校門開閉時
の停車位置、校
内通行時の最徐
行及び見通しの
悪い場所での一
旦停止等、安全
面には細心の注
意を払ってい
る。給食配膳員
には、児童等に
配送車に注意す
るよう声かけを
してもらうなど
安全面に留意し
ている。

　リフト作業を
要し、搬送経路
に危険が伴う学
校等での安全性
を確保するた
め、配送補助員
1名は存続して
いる。
　なお、配送の
際には、校門開
閉時の停車位
置、校内通行時
の最徐行及び見
通しの悪い場所
での一旦停止
等、安全面には
細心の注意を払
い、給食配膳員
とともに、児童
等に配送車に注
意するよう声か
けをしてもらう
など事故が起こ
らないよう安全
面に留意した。

　現在も、リフ
ト作業を要し、
搬送経路に危険
が伴う学校等で
の安全性を確保
するため、配送
補助員1名を存
続させる。
　配送の際に
は、校門開閉時
の停車位置、校
内通行時の最徐
行及び見通しの
悪い場所での一
旦停止等、安全
面には細心の注
意を払い、給食
配膳員ととも
に、児童等にも
配送車に注意す
るよう声かけを
してもらうなど
事故が起こらな
いよう安全面に
留意している。

12名 12名 7名 7名 7名

12名 12名 7名 7名 7名

－ － 6,240千円 6,240千円 6,240千円

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　配送業務の見直し及び配送校での業務協力により、安全に配慮したうえで配送補助員を廃
止し、運転手1名による効率的な配送体制を構築する。

　中央及び飯山学校給食センターの配送補助業務の廃止により、配送業務の経費が削減でき
る。

学校給食センター配送業務の見直し

効率的な組織運営

　中央学校給食センター及び飯山学校給食センターの学校給食の配送業務については、現
在、6台の配送車を使用し、配送員及び配送補助員の2名体制で食器・食缶コンテナの配送・
回収を行っている。

具体的取組

配送従事者

配送業務の見直し検討

効果額

実績数値

目標数値

配送補助業務の縮小

配送補助業務の廃止の検
討

進行状況

スケジュール表



重点項目 区分 新規

重点的な取組 68 担当課 職員課

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 －

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

　平成23年度予
算編成作業にあ
わせて、臨時職
員の業務を精査
し、一部業務に
おいて削減や派
遣・委託等他の
手法への見直し
等を行った。

　引き続き臨時
職員の業務を精
査し、削減や派
遣・委託等他の
手法への見直し
等を行った。

　引き続き臨時
職員の業務を精
査し、削減や派
遣・委託等他の
手法への見直し
等を行った。

　予算編成に合
わせて、各課に
対しヒアリング
を行い、臨時職
員の業務を精査
し、削減や委託
等様々な手法か
ら適切な業務形
態の選択を行
うった。

　臨時職員の業
務を精査し、削
減や委託等様々
な手法から適切
な業務形態の選
択を行った。

実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

－ － － － －

臨時職員の適正配置

具体的取組

　各職場において臨時職員の雇用が増加しており、今後も増加が見込まれる。

スケジュール表

－

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　臨時職員が行っている業務内容を精査し、業務を委託や派遣職員など他の手法も選択肢に
加えて検証し、臨時職員の適正配置を進める。

　事務事業の効率化と臨時職員の適正配置。

臨時職員の見直しによる適正配置

効率的な組織運営

効果額

実績数値

目標数値

進行状況



重点項目 区分 新規

重点的な取組 69 担当課 図書館

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 －

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

検討 検討 検討 検討

検討 検討 検討 中止

－ － － －

　平成22年度と
同様、計画どお
り、施設の管理
方針について検

討した。

効果額

実績数値

目標数値

具体的取組

　飯山図書館は、飯山総合学習センターとの複合施設であり、総合学習センターを指定管理
している福祉事業団と管理委託契約を結んでいる。

スケジュール表

－

施設管理方法の検討

一体的な施設管理契約の
実施

　計画どおり、
施設の管理方針
について検討し

た。

進行状況

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　複合施設である飯山図書館については、一体的な施設管理が合理的である。
　そこで、施設管理委託についても、総合学習センターの指定管理の更新時期を目処に、集
約して行うことが出来るように検討して実施する。

　個々に契約を交わす手間が省けることで、事務の簡素化が図れる。

図書館施設管理事務の簡素化

効率的な組織運営

　総合学習セン
ターは飯山図書館
との複合施設であ
るので、施設の維
持管理業務等につ
いては各々個別
（面積按分）に契
約しているが、施
設の維持管理料及
び電気・水道代や
小額の修繕料など
施設の維持管理に
付随する通常要す
る経費等を明確に
区分し難い問題点
がある。
　支払事務などに
ついても、別々の
担当課が処理して
いるといった事務
の効率化が図れて
いない状況であ
る。
　飯山図書館の運
営形態については
直営を堅持しつ
つ、施設の維持管
理については施設
一体的な契約を結
ぶことで事務の簡
素化・効率化が図
れると考えるの
で、契約更新時期
を目処に関係各課
とも調整・検討し
ているところであ
る。

　飯山図書館は
飯山総合学習セ
ンターとの複合
施設であり、施
設全体を一体化
した視点で維持
管理を行うこと
ができるよう検
討を行ってき
た。
　今回の総合学
習センターの指
定管理並びに飯
山図書館運営業
務委託の更新時
期に合わせ、こ
れまで指定管理
並びに業務委託
の両面から施設
管理について検
討・調整してき
たが、期待して
いた事務の簡素
化には至ってい
ない。
　なお今後も引
き続き利用者の
利便性を第一に
考えた飯山図書
館運営について
の検討は実施し
ていく。



重点項目 区分 新規

重点的な取組 70 担当課 図書館

現状と課題

計画内容

期待される
効果

数値設定 基準値 5,255千円

具体的取組 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

5,255千円 5,255千円 5,125千円 5,125千円 5,125千円

5,237千円 5,367千円 6,195千円 6,195千円 6,372千円

－ △112千円 △940千円 △940千円 △1,117千円

管理経費

効果額

実績数値

目標数値

派遣職員による対応
運営形態の見直し

業務委託による対応

　中央図書館と
の連携のもと、
前年度に引き続
き窓口業務等に
派遣職員を導入
して運営した。

　中央図書館と
の連携のもと、
前年度に引き続
き窓口業務等に
派遣職員を導入
して運営した。
　平成23年度で
派遣の期限が終
了となるため、
業務形態を検討
し、平成24年度
から館長は従来
どおり配置した
うえで窓口業務
等についてのみ
委託することと
した。

　当初は、既存の
運営状況並びに業
務内容を踏襲した
業務委託を視野に
入れ、業務量に応
じた従事者等の適
正配置を検討した
上で、民間に更な
る効率的な業務委
託を予定すること
でコスト削減効果
を期待していた
が、多様化する市
民ニーズに対応す
る必要性から、開
館日・時間の拡大
や司書有資格者の
配置等の付加価値
のある図書館奉仕
を綾歌図書館にお
いても提供できる
ようプロポーザル
方式により委託業
者を選定すること
となった。
　市立図書館の運
営形態について
は、3館とも直営
を基本としなが
ら、業務内容の一
部を民間委託する
ことで経費面も含
めた全体として期
待していた効果に
おけるコスト削減
に至らなかった。
○サービス向上点
開館時間を30分早
め、午前9時30分
からとする、第
3、第5月曜日を開
館、司書有資格者
の配置

  平成24年度か
らの業務内容の
一部民間委託に
より、開館日、
開館時間の拡
大、また司書有
資格者の配置
等、市民サービ
スの維持、向上
を図っている
が、その効果と
して、利用人
数、貸出冊数が
伸びている。業
務委託によるコ
スト面での効果
は期待できな
かったが、図書
館業務について
は、支障なく順
調な運営が行わ
れている。
【実績】
対前年度比
利用人数
101.3％
貸出冊数
102.7％

　引き続き開館時
間の延長及び開館
日の増を行い、ま
た司書有資格者の
配置等により継続
して図書館サービ
スの向上を図っ
た。一部民間委託
している窓口業務
の契約期間が平成
26年度を以って終
了することから、
平成27年度からの
図書館運営につい
て、図書館利用者
の利便性向上と経
費節減を念頭に効
率的な窓口業務の
運営を検討し、直
営を堅持しつつ一
部窓口業務につい
ては民間業者に業
務委託することと
した。契約期間は
平成27年度から平
成28年度までの2
年間で、これまで
の市民サービスを
継続して維持・拡
充し、また平成29
年度からの運営体
制についても今後
検討を行う。
【実績】
対前年度比
利用人数
103.2％
貸出冊数
106.6％

進行状況

実　施　計　画　進　行　管　理　票

　派遣契約が終了する平成23年度末までに、市民サービスの維持・向上と窓口業務の効率化
を図るため、直営を堅持しつつ、窓口業務等について、委託を含めて運営方法を見直す。

　図書館利用者のサービス維持・向上と、コストの削減が期待される。

綾歌図書館業務の運営形態の見直し

効率的な組織運営

　綾歌図書館の業務は、平成21年度より派遣職員により行っているが、派遣の期間が平成23
年度末で終了となるため、その後の業務形態について、検討する必要がある。

スケジュール表


